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平成２９年度入間市一般会計予算 

 

 平成２９年度入間市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４０，７１０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の

経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 平成２９年１月３１日提出 

 

                     入間市長  田 中 龍 夫  
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第１表　歳入歳出予算

        歳入 (単位：千円)

款 項

 1 市税 20,980,750 

 1 市民税 9,635,815 

 2 固定資産税 8,926,139 

 3 軽自動車税 263,675 

 4 市たばこ税 820,524 

 5 鉱産税 3 

 6 特別土地保有税 1 

 7 都市計画税 1,334,593 

 2 地方譲与税 300,000 

 1 地方揮発油譲与税 90,000 

 2 自動車重量譲与税 210,000 

 3 利子割交付金 18,000 

 1 利子割交付金 18,000 

 4 配当割交付金 107,000 

 1 配当割交付金 107,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 82,000 

 1 株式等譲渡所得割交付金 82,000 

 6 地方消費税交付金 2,186,000 

 1 地方消費税交付金 2,186,000 

 7 ゴルフ場利用税交付金 55,000 

 1 ゴルフ場利用税交付金 55,000 

 8 自動車取得税交付金 124,000 

 1 自動車取得税交付金 124,000 

 9 国有提供施設等所在市町村 57,000 

助成交付金

金 額
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款 項

 1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 57,000 

10 地方特例交付金 114,000 

 1 地方特例交付金 114,000 

11 地方交付税 1,492,000 

 1 地方交付税 1,492,000 

12 交通安全対策特別交付金 20,000 

 1 交通安全対策特別交付金 20,000 

13 分担金及び負担金 546,288 

 1 負担金 546,288 

14 使用料及び手数料 673,588 

 1 使用料 379,831 

 2 手数料 293,757 

15 国庫支出金 5,658,008 

 1 国庫負担金 4,917,754 

 2 国庫補助金 697,703 

 3 国庫委託金 42,551 

16 県支出金 2,386,061 

 1 県負担金 1,597,968 

 2 県補助金 560,949 

 3 県委託金 227,144 

17 財産収入 62,591 

 1 財産運用収入 31,741 

 2 財産売払収入 30,850 

18 寄附金 15,390 

 1 寄附金 15,390 

金 額
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款 項

19 繰入金 1,484,958 

 1 基金繰入金 1,484,958 

20 繰越金 600,000 

 1 繰越金 600,000 

21 諸収入 760,366 

 1 延滞金加算金及び過料 48,000 

 2 市預金利子 117 

 3 収益事業収入 50,000 

 4 貸付金元利収入 23,600 

 5 雑入 638,649 

22 市債 2,987,000 

 1 市債 2,987,000 

40,710,000 

金 額

歳 入 合 計
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        歳出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 297,172 

 1 議会費 297,172 

 2 総務費 5,268,177 

 1 総務管理費 4,036,270 

 2 徴税費 690,968 

 3 戸籍住民基本台帳費 462,128 

 4 選挙費 29,426 

 5 統計調査費 17,665 

 6 監査委員費 31,720 

 3 民生費 17,429,042 

 1 社会福祉費 7,890,460 

 2 児童福祉費 7,486,191 

 3 生活保護費 2,052,385 

 4 災害救助費 6 

 4 衛生費 3,572,431 

 1 保健衛生費 1,559,527 

 2 清掃費 2,012,904 

 5 労働費 31,520 

 1 労働諸費 31,520 

 6 農林水産業費 161,282 

 1 農業費 158,430 

 2 林業費 2,852 

 7 商工費 323,624 

 1 商工費 323,624 

 8 土木費 3,738,370 

金 額
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款 項

 1 土木管理費 94,380 

 2 道路橋りょう費 939,171 

 3 都市計画費 2,599,668 

 4 住宅費 105,151 

 9 消防費 1,889,774 

 1 消防費 1,889,774 

10 教育費 4,800,003 

 1 教育総務費 652,914 

 2 小学校費 566,057 

 3 中学校費 345,600 

 4 幼稚園費 292,031 

 5 社会教育費 1,365,219 

 6 保健体育費 1,578,182 

11 公債費 3,142,341 

 1 公債費 3,142,341 

12 諸支出金 13 

 1 基金費 13 

13 予備費 56,251 

 1 予備費 56,251 

40,710,000 

金 額

歳 出 合 計
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第２表　継 続 費

第３表　債務負担行為

入間市土地開発公社に対する債務保証 事業費借入金償還期間の満了まで 30,150

住民記録システム再整備事業 平成28年度から平成34年度まで 337,260

加治丘陵保全用地取得事業 平成28年度から平成29年度まで 30,150

（単位 千円）

事           項 期       間 限 度 額

10 教育費

款 項 事　業　名 総　額 年　度

平成29年度

年 割 額

6 保健体育費 市民体育館耐震化等整備事業 897,624

（単位：千円）

269,234

平成30年度 628,390
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第３表　地 方 債

起 債 の 目 的 限  度  額 起債の方法 利      率 償  還  の  方  法

千円

64,200

産業文化センター大規模改修事業 46,000 〃 〃 〃

学童保育室整備事業 32,000 〃 〃 〃

豊岡保育所屋上防水事業 4,100 〃 〃 〃

ごみ処理施設整備事業 110,400 〃 〃 〃

旧国民宿舎解体事業 109,900 〃 〃 〃

地方道路等整備事業
（都市計画事業）

338,000 〃 〃 〃

加治丘陵保全用地取得事業 51,400 〃 〃 〃

公共事業等（公園事業） 36,000 〃 〃 〃

公共事業等（道路事業） 113,700 〃 〃 〃

学園通り線整備事業 17,500 〃 〃 〃

市営住宅建設事業 27,700 〃 〃 〃

地方道路等整備事業
（道路橋りょう事業）

151,200 〃 〃 〃

東金子小学校給食調理室改修事業 32,400 〃 〃 〃

藤沢東小学校受水槽等改修事業 16,400 〃 〃 〃

久保稲荷公民館空調設備改修事業 29,100 〃 〃 〃

児童センター空調設備改修事業 58,700 〃 〃 〃

宮寺地区スポーツ広場用地取得事業 29,800 〃 〃 〃

市民体育館耐震化等整備事業 168,500 〃 〃 〃

臨時財政対策債 1,550,000 〃

3.0％以内 （ただし、
利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地
方公共団体金融機構資
金について、利率の見
直しを行なった後にお
いては当該見直し後の
利率）

〃

計 2,987,000

防災行政無線整備事業
普通貸借

又は
証券発行

　3.0％以内

借入先の融資条件による｡
ただし、市財政の都合に
より据置期間及び償還期
限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借換え
することができる。
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